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第５編 新最終処分場基本計画 

 

第１章 新最終処分場基本計画 

 

１ 目的 

本計画は、千葉市一般廃棄物処理施設整備計画（第１編）に基づき、新最終処分場の整備にお

ける計画諸元の設定、施設規模の検討等を行うものである。 

 

２ 新最終処分場整備方針 

 ・新内陸最終処分場の埋立終了時期に合わせた供用開始を目指し、計画的に整備を進める。 

 ・若葉区富田町地内の最優先候補地を建設地として決定する。 

 ・通常の生活ごみに加えて、災害時に処理が必要となる災害ごみも含めて埋立容量を確保する。 

 ・早期安定化・早期廃止を十分考慮し、建設費のみではなく、維持管理費も含めて総合的に経済性

の高い施設を目指す。 

 

３ 新最終処分場整備スケジュール 

新最終処分場は令和 19 年度の埋立開始を予定しているが、新内陸最終処分場の埋立状況に応

じてスケジュールを見直す可能性がある。基本計画において検討した計画区域については、整備

に関する合意形成と合わせて早期の用地取得を目指す。進入路については、建設工事車両の通行

にも供することから、施設の建設工事着手前に整備を完了する必要がある。 

 

 

図 5-1-1 新最終処分場の整備スケジュール 
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第２章 新最終処分場整備の計画概要 

 

１ 新最終処分場整備のコンセプト 

本市にとって有効な施設整備を行うため、新最終処分場の整備コンセプトを以下のとおり設定

する。新最終処分場の各種検討内容（廃棄物容量、施設構造、放流先等）については、この整備

コンセプトが判断基準となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-1 新最終処分場整備のコンセプト 

 

 

１ 安全で安定稼働できる施設 

・安定的かつ長期間安全に埋立処分できる施設とする。 

・建設費用だけでなく維持管理費用も含めて総合的に経済性の

高い施設とする。 

 

２ 脱炭素社会に貢献する施設 

・太陽光発電等の再生可能エネルギーを導入し、温室効果ガス

排出量の削減に貢献する。 

 

３ 環境にやさしい施設 

・施設周辺の生活環境や自然環境の保全に努め、環境負荷の少

ない施設を目指す。 

 

４ 災害等に強い施設 

・台風やゲリラ豪雨等の大雨時にも安定した埋立及び水処理を

行える施設とする。 

・災害廃棄物についても可能な限り埋立処分できる施設とす

る。 

 

５ 環境意識の充実を図った施設 

・ごみに対する意識を高め、ものの大切さや自然・環境を愛す

る心を次世代に引き継ぐため、情報の提供や啓発設備が充実

した施設とする。 

◇目指す施設像 

・周辺住民に信頼される施設 

◇課題 

・新内陸最終処分場の残余容量

の減少 

・維持管理期間の長期化 

・災害廃棄物の処理 

・適正処理困難物への対応 

・脱炭素への取組 

◇求める機能 

・安定した稼働 

・有害物質等の排出抑制 

・周辺環境との調和 

・環境教育の充実 
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２ 新最終処分場の施設概要 

（１）新最終処分場の建設地 

   若葉区富田町地内の最優先候補地を建設地とする。 

図 5-2-2 新最終処分場の建設地 

 

（２）新最終処分場の埋立対象物・廃棄物容量 

新最終処分場の埋立対象物は通常の生活ごみに加えて、災害時に処理が必要となる災害ごみも

対象とする。 

通常の生活ごみとしては、清掃工場の焼却処理によって生じる焼却残渣（飛灰処理物及び溶融

飛灰処理物）の他に、直接埋立物（家庭から排出される土、砂、石、コンクリートブロック等）

が対象となる。埋立期間は、交付金の交付要件となる「廃棄物最終処分場性能指針」において以

下のとおり定められており、15年間程度の埋立処分量を見込むことが一般的とされている。 

 

第４ 廃棄物最終処分場 

１ 埋立処分容量 

（1）性能に関する事項 

計画する埋立処分を行う期間内（15年間程度を目安とし、これにより難い特別な事情が

ある場合には、必要かつ合理的な年数とする。）において、生活環境保全上支障が生じな

い方法で埋め立て処分可能な容量を有すること。 

出典：廃棄物最終処分場性能指針 
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また、災害時には、災害ごみ由来の焼却残渣や災害ごみの不燃物の一部も埋立対象物とするほ

か、災害ごみの処理を優先するために、通常は新清掃工場で溶融処理を行う新港清掃工場の主灰

や新リサイクル施設の不燃残渣についても、溶融処理せずに埋立処分とする場合がある。 

以上のことから廃棄物容量は 315,000㎥確保することとする。 

 

表5-2-1 埋立対象とする廃棄物 

分類 品目 対象量（ｍ3） 備考 

生活ごみ 

溶融飛灰処理物（新清掃） 

飛灰処理物（新港） 

主灰（新港） 

不燃残渣（新リサイクル） 

直接埋立物 

219,282 
埋立期間 

15年間 

災害ごみ 

溶融飛灰処理物（新清掃） 

飛灰処理物（新港） 

主灰（新港） 

13,395  

不燃物 82,182  

計  314,859  
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（３）新最終処分場の施設構造 

最終処分場の型式は、オープン型処分場と被覆型処分場（屋根付き）に分かれる。 

オープン型処分場は、埋立地を屋外に露天で建設する型式で、従来最終処分場で採用されてき

た型式である。埋立後の廃棄物は降雨による洗い出し等により安定化されるが、オープン型では、

降雨に影響されるため浸出水処理施設の必要規模及び浸出水調整槽の必要容量が大きくなる。 

被覆型処分場は、埋立地を屋根及び壁で構成する被覆施設で覆う型式であり、オープン型処分

場と機能的には大きく変わるところはない。被覆施設により、廃棄物、粉じん、さらには騒音・

振動、悪臭による周辺環境への影響が低減でき、人工散水のため降雨に影響されない（早期安定

化に向けた）計画的な浸出水処理が可能である。 

以下に、オープン型処分場と被覆型処分場の概要を示す。 

 

表 5-2-2 オープン型処分場と被覆型処分場の概要 

 

    被覆型処分場は天候に左右されないことから雨水の内部貯留による廃棄物層内の嫌気化や浸

出水水質の悪化の恐れがないため、廃止までの期間が長期化しない。また、被覆施設により悪臭

やごみの飛散等の周辺環境への影響を大幅に軽減することができる。以上のことから、新最終処

分場の施設構造は安全性、環境配慮、経済性等に優れている被覆型処分場とする。

 オープン型処分場 被覆型処分場 

概要 

 

 

特長 

仕組み 
微生物による分解と自然降雨による洗い出

しによって、埋立廃棄物の安定化が進む。 

微生物による分解と人工散水によって、埋

立廃棄物の安定化を図る。 

安定化 安定化は自然降雨によるため、予測が困難。 
最適な人工散水により早期安定化が期待で

きる。 

水処理 
自然降雨（特に大雨）に応じた水処理施設が

必要。 

平準化された人工散水のため、水処理施設

は最小限。 

コスト 標準的な整備費及び維持管理費。 
被覆施設の建設費や、人工散水の費用が必

要である一方、水処理にかかる費用が安い。 

事例 

従来型の型式であり全国に多数の事例があ

る。 

市の既存最終処分場はすべてこの型式であ

る。 

平成１０年に最初の施設が建設された比較

的新しい技術であるが、近年では採用が増

えてきており、現在は全国で９４事例（全体

の約６％）にまで拡大している。（直近１０

年では３８事例で全体の約３７％） 
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（４）新最終処分場の浸出水処理水の放流先 

新最終処分場の浸出水処理水の放流先としては、鹿島川放流と下水道放流の２案が考えられる。

既存の処分場のうち、鹿島川放流の処分場は厳しい水質基準のために、埋立終了後数十年が経過

しても廃止の見込みがたたず、維持管理期間が長期化している。一方、下水道放流は鹿島川放流

に比べて水質基準が相対的に緩やかであり、早期の廃止が見込まれる。以上のことから、新最終

処分場の処理水は下水道放流とする。 

 

図 5-2-3 処理水の放流先 

 

（５）新最終処分場の遮水構造 

   浸出水の流出による公共用水域や地下水の汚染を防止するために、遮水工を設ける。遮水構造

は全国的に採用実績が多く、信頼性の高い二重遮水シート構造を採用する。また、万が一に遮水

シートが破損した際に、破損位置を特定するための対策についても検討していく。 

 

（６）温室効果ガス排出量の削減 

新最終処分場の整備コンセプトに基づき、太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入を検討し、

温室効果ガス排出量の削減に貢献する。 

鹿島川水系

鹿島川水系

①鹿島川放流

②下水道放流

農業集落排水本管

至 印旛沼

至 農集排水処理施設（将来公共下水道へ接続予定）

※地図情報：『国土数値情報河川データセット』（NII作成）「国土数値情報」（国土交通省）を加工
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参考資料 

１ 埋立容量の検討 

（１）埋立対象とする廃棄物量 

通常ごみ（平時の廃棄物）のほか、災害廃棄物（災害発生時の廃棄物）を対象とする。 

災害廃棄物について、令和３年度の基礎調査時点では災害廃棄物可燃物の６割を市の清掃工場で

処理することとしていたが、令和４年度の新港清掃工場の基本計画策定の際に、災害廃棄物可燃物

は可能な限り市で処分する方針に変更となった。災害廃棄物不燃物については、基礎調査時点と同

様に不燃物全量の 10％を見込むこととする。 

 

災害廃棄物可燃物の処理方針 

〇災害廃棄物可燃物 177,520tを３年間で処理（59,173t/年） 

１ 清掃工場の能力の内数で災害廃棄物を処理（新清掃：13,077t/年、新港：11,055t/年）。 

２ 清掃工場の稼働率を上げることにより、追加で災害廃棄物を処理（新清掃：17,000t/年、 

新港：9,000t/年）。 

３ 残りの 9,041t/年については、新港から新清掃への主灰または新リサイクルから新清掃へ 

  の不燃残渣の搬入を制限することにより、新清掃の能力に余裕を持たせ処理。搬入を制限 

  された主灰については、埋立処分。 

   新清掃での処理量：13,077＋17,000＋9,041＝39,118t/年 

   新港での処理量 ：11,055＋ 9,000       ＝20,055t/年 

       計                59,173t/年 

 

以上の方針で処理した結果、最終処分場に搬入される廃棄物量を表 1-1 に示す。 

廃棄物量の算定にあたり、上記の「災害廃棄物可燃物の処理方針」の第３項に記載されている新清掃

への搬入が制限される品目については、比重が小さい新港の主灰を採用している。 

表中の主灰(新港)と飛灰処理物(新港)の比重は、新港清掃工場基本計画での計画数値を用いる。 

 

表 1-1 埋立対象とする廃棄物量 

 

 

（２）覆土量 

（１）に示した廃棄物容量に中間覆土・最終覆土を合計した量が埋立容量となる。覆土量が埋立

地形状によって変動するため、覆土量及び埋立容量は参考値としている。なお、被覆型については、

被覆施設により悪臭やごみの飛散等の周辺環境への影響を抑制することができるため、即日覆土は

分類 品目 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 合計

①溶融飛灰処理物

（新清掃）
m3 4,325 4,325 4,325 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 4,642 68,679

t 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471 5,471

m3 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 7,816 117,240

t 9,041 9,041 9,041

m3 9,041 9,041 9,041 27,123

④直接埋立物 m3 416 416 416 416 416 416 416 416 416 416 416 416 416 416 416 6,240

m3 219,282

ごみ量 t 39,118 39,118 39,118

溶融飛灰 m3 1,370 1,370 1,370 4,110

ごみ量 t 20,055 20,055 20,055

t 903 903 903

m3 1,290 1,290 1,290 3,870

t 1,805 1,805 1,805

m3 1,805 1,805 1,805 5,415

⑧不燃物 発生量の10% m3 82,182

m3 95,577

314,859

⑦主灰量

　1.0t/m3

計

通常ごみ

災害廃棄物

合　　　　　　　　　　計

0.7t/m3

1.0t/m3

②飛灰処理物

（新港）

③主灰

（新港）

計

⑤可燃物

（新清掃）

可燃物

（新港）

⑥飛灰処理物量

　0.7t/m3
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行わない計画となっている。 

 

ア 中間覆土 

     中間覆土は、廃棄物の一層 3ｍあたり、0.5ｍ施工する。 

 

   イ 最終覆土 

     最終覆土厚さは、1.0m 確保する。 

    

 

表1-2 新最終処分場の埋立容量 

分類 埋立容量（㎥） 備  考 

廃棄物 315,000  

中間覆土 約 46,000 （参考値）廃棄物厚さ 3m以内ごとに厚さ 0.5mの覆土 

最終覆土 約 39,000 （参考値）埋立終了後、最表層に厚さ 1mの覆土 

計 約 400,000 （参考値） 
 

 


